
インターネットでの
ミニ株売買を計画している

短波ラジオの愛用者は競馬ファンか個人

投資家と相場が決まっている。別に短波ラ

ジオに限ることはないが、株の終値なら中

波ラジオや新聞やテレビのニュースでも知

ることはできるし、リアルタイムの値動き

が知りたくなれば、証券会社の営業マンに

電話するか、支店に出向いて株価ボードを

見ればよい。ふんだんにお金があれば専用

端末を契約し、自宅で見ることもできる。

これほど多様なメディアで株価情報が提

供されているということは、すなわち株式

の情報提供が十分ビジネスになっていると

いうことでもある。大和総研が今回スター

トさせたホームページでは、とりあえず銘柄

の数を絞ってはいるが情報提供は無償。情

報提供そのものをビジネスにするか、ある

いは顧客獲得の手段とするか、いずれにし

てもこのままで終わるはずはなかろう。

この先どんなビジネスを構想しているの

か、大和総研インターネット事業室室長の

宇都弘樹さんに聞いてみた。

「当社のホームページは94年秋から開設

してきましたが、ここでの経験を踏まえ、

ちょうどこの3月1日から大和證券のホーム

ペ ー ジ を ス タ ー ト さ せ ま し た

（http://www.daiwa.co.jp/）」（宇都さん）

大和総研は大和證券グループのシンクタ

ンクとして「内外の経済、金融、資本市

場についての調査、研究および事務処理の

委託を受ける」立場だ。総研にとっては最

大顧客であり、サーバーも総研の建物に置

かれている。

「このサイトの目玉として、3月末から株

式のホームトレード、つまり売買注文を受

け付ける予定でいます。インターネットで

の株売買は現在、世界でもまだ1～2社し

か扱っておらず、大和證券が始めれば間違

いなく日本で最初の試みとなりますね」（宇

都さん）

大和證券のホームページには、口座開設

申込書の案内と同時に「ホームトレード、

近日中にスタート」とアナウンスがされて

いる。多くの企業がまだ二の足を踏んでい

るサイバースペースを介したリアルマネーの

取引に乗り出すとなると、これはかなり思

い切った試みと言える。

「ホームページで注文を受け付けるのは、

通常の株売買ではなく『ミニ株取引』と呼

ばれるものです。通常の売買単位の10分の

1の単位で注文を受け付け、翌日の寄り付
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証券系シンクタンクの大和総研は、2月9日から東証上場銘柄のうち値上

り・値下り・売買代金の各上位10銘柄の株価情報をホームページで提供しは

じめた。セキュリティや法規制など、クリアしなくてはいけないハードルが

多い現状のなか、大和證券のシステム構築を担当する大和総研を訪ねてみた。
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き値（最初の取引が成立した価格）で売

買成立となります。ことの性質上あまり詳

しくシステムについてはお話しできません

が、セキュリティ対策は、サーバー側では

ネットスケープのコマースサーバーを利用し

ております。注文を受けた際に参照する銘

柄の情報や顧客データは、インターネット

とは完全に切り離された社内のホスト側に

置き、そのつどやりとりする形をとります。

もちろん大和證券に取引の口座がないと売

買できませんから会員限定のサービスとい

うことになるのかもしれませんが、一般向

けサービスと理解していただいて差し支え

ありません」（宇都さん）

終値に関しては、全銘柄を提供したい

過去にもファミコンやパソコンを使った

ホームトレードサービスはあったが、いずれ

も“ホスト～端末系”のサービスであり、

実験的な意味合いが強かった。端末の家庭

への浸透度も不十分で、その後ポピュラー

な株取引の手段になったという話は聞かな

い。このホームトレードサービスが定着す

るかどうかにはさまざまなファクターがから

むが、当事者がどんな姿勢で取り組んでい

るかという「本気度」も重要なポイントだ。

そこで、これまでの取材で得た「情報を

たくさん出そうとしている企業ほど本気」

という物差しにしたがって話を進め

てみる。

「現在、当社のホームページで現

在提供している株価情報は、当日

の値上がり率の大きかった銘柄、値

下がり率の大きかった銘柄それぞれ

10銘柄ずつと、取引高の上位10銘

柄です。東京証券取引所の後場

（午後の取引）の終値のデータを取

り込み、HTML化して提供してい

ますが、ホームトレードとなれば、

終値に関しては全銘柄を提供しなけ

ればならなくなります。証券取引所

や情報提供サービスの例を見ても、終値の

情報は無料で提供しているところが多いで

すから当ホームページでもそういった形を

とるようにしたいと考えています」（宇都さ

ん）

プライベート株価ボードは可能なのか？

問題はそこから先だ。新聞に出る情報が

半日早く得られるというだけでは、ユーザ

ーは納得しない。リアルタイムの株価情報

入手の手段として、たとえば短波ラジオよ

りも使い勝手のいいサービスが可能なのか。

自分の知りたい株価の値動きは、ラジオな

らアナウンサーが読み上げるまで待たなけ

ればいけない。こちらからのリクエストに応

じて提供するという形はどうなのか。もっ

といえば、自分の知りたい銘柄をいくつか

選び、画面に常に表示させておき、サーバ

ープッシュでほぼリアルタイムのデータ更新

をする「プライベート株価ボード」のよう

なサービスは可能なのだろうか。

「技術的には十分可能ですし、そういっ

た形での情報の見せ方は当然われわれも頭

に置いて開発を進めています。もともと大

和総研の最大顧客は大和證券であり、そ

こに提供してきた業務系のシステムは別に

面白おかしいものである必要はなかったわ

けです。信頼性が高くスピーディーなもの

であればよかった。そのため、画像や音声

などを扱うといったマルチメディアに対す

る取り組みが若干足りなかった。インター

ネットは目標ではなく、マルチメディアを

扱う技術やノウハウを修得するうえでイン

ターネットが最もふさわしい場であったと

いうことであり、その延長線上に株価情報

やミニ株取引があるわけです」（宇都さん）

では、マルチメディア技術を駆使した

「プライベート株価ボード」はすぐにでも実

現するのかというと、世の中そう簡単には

できていない。証券取引法や株価情報提供

における決まりごとなど、ハードルはさま

ざまにある。そもそも、株価情報のソース

は、東京証券取引所の「相場報道」とい

うシステムである。東証にはどの銘柄を何

株、いくらで、誰が売って誰が買ったかと

いう売買業務系のシステムがあり、ここで

売買の成立した約定価格が「相場報道」

システムに渡され、このホストコンピュー

タと専用線でつながっている各社のホスト

コンピュータにデータが配信されている。

技術的な話に限定すれば、ここで受け取

ったデータをホームページに掲載するのは、

大和総研など証券会社のシステム部門の実

力からいえば難しくも何ともないことであ

ろうが、同社のサーバーに載っているデー

タがのべ30銘柄に限定されているのは、提

供元である東京証券取引所の意向が関係

してくるようである。その一端を垣間見せ

るこんな記事が昨年暮れに出ていた。

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
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『企業が行う決算発表でも、インターネ

ットはやっかいな存在となりつつある。大

日本印刷は1995年9月中間決算を11月15

日午後、東京証券取引所の記者クラブで

発表した直後にインターネットで流そうと

した。しかし東証に事前相談したら、イン

サイダー取引規制に引っ掛かる可能性があ

るとして、ソフトに「待った」をかけられ

た。証券取引法の施行令は、企業情報が

十分に公開されたとする時間的条件を「少

なくとも2社以上の報道機関に公表した時

から12時間以上経過すること」と定めてい

る。逆に言えば、発表後12時間以内に、

企業から直接、重要な情報を知り得た者が

その企業の株取引を行うと、インサイダー

取引となる可能性がある。東証は「インタ

ーネットは報道と違い、特定の人物にしか

情報が伝わらないことが考えられる。規制

はしていない。法律を示し、インサイダー

取引になる可能性があると伝えた。今回は

大日本印刷の自主判断」（上場部）と説明

する。』［95/12/12 毎日新聞］

インターネットでの株価情報公開に対する、
東証のスタンスを聞いてみた

記事で触れられているのは決算報告の発

表だが、株価情報でも似たような事情はあ

るのだろうか。東証自身に聞いてみた。

「『相場報道』をリアルタイム化したのは

昭和49年からですが、現在では東証の会員

である証券会社のほか、新聞などの報道機

関や、この情報を2次利用している情報ベ

ンダーさんにも配信しています。こうした

報道機関、情報ベンダー各社との協力協調

関係により、正確に相場情報を伝えていく

という仕組みが成り立っているわけです。

ロンドンやニューヨークの証券取引所も情

報ベンダーとの協調関係を大事にしていこ

うという姿勢ですが、東証も同じです。イ

ンターネットはビジネス利用としては日が

浅く、情報受信者の特定が難しい、どう利

用されるのかも分からないということでメ

ディアでこの情報を流すことには、さらに

工夫が必要です。これまでの報道に『東証

は株式情報の提供を制限している』とあり

ますが、それは違います」（東京証券取引

所情報システム部）。パソコン通信サービ

スのニフティサーブでは、大和総研の株価

情報開始と同時期から、ほぼリアルタイム

に近い株価情報を提供する『オンライン株

価情報』というサービスが始まっている。

このケースでは情報ベンダーであるニフテ

ィ/日本テレメディアサービスと利用者の間

で「私的利用に限る」など契約条件がはっ

きりしている。またニフティには有料の情

報サービス提供の実績があり、利用者が特

定できる仕組みがあるなどの条件が整って

いるため、東証としてもなんら問題はない

としている。「ルールに基づいた信頼のおけ

るサービスを行いたいという要望があれば

前向きに応えていきたい」（東京証券取引

所情報システム部）

証券取引所自身も株価データを提供し始めた

一方で証券取引所自身が株価データの

提供に乗り出すケースも始まっている。昨

年暮れから名古屋証券取引所では、名証

のみに上場している単独銘柄と、東証や大

証にも上場している地元関連銘柄あわせて

126銘柄の日々の終値を毎日、ホームペー

ジで公開・更新している。

（http://www.iijnet.or.jp/nse-jp）

「これまでにも全国紙や経済紙にお願い

はしてきたのですが、スペースの関係上な

かなか名古屋銘柄の情報まで載せてもらう

ことができなかったのです。しかも、店頭

銘柄の段階では情報が行き届いても、店頭

を卒業して名証に正式上場すると、途端に

情報が少なくなるという逆転現象すら起き

ていたんです。企業の情報開示に積極的に

協力する立場からも、また名古屋市場を盛

り上げる意味でもインターネットでの情報
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提供は試してみる価値はあると、スタッフ

2～3名、3か月ほどの準備期間を経て昨年

12月22日から正式にスタートしました。現

在では日々コンスタントに500件以上のア

クセスがあり、海外からも反響の電子メー

ルが届いています。インターネットにつな

いだことで、求める人には情報を提供でき

る基盤が整いました。コスト的にも極めて

安く、これはインターネットでなければと

てもできなかったことです」（名古屋証券取

引所総務企画部）

大和総研だからこその付加価値をつけていく

昭和24年に東京、大阪、名古屋の3か

所に設けられた証券取引所は、その後、京

都、広島、福岡、新潟、札幌などにも設

けられた。しかし東京集中傾向が顕著にな

るに従って売買高のウェイトが東京偏重と

なり、地方市場の地盤沈下が目立っている

という背景があるにはある。しかし、いず

れこのような情報提供のスタイルが当たり

前のものになれば、証券会社のサーバーが

わざわざ自社で株価情報の提供を行う必要

がなくなってくるのではないか。「特定銘柄

の推奨は株価操作につながるとして禁じら

れているので、株価情報に関しては現状の

ようなスタイルで『値動きの大きい銘柄』

というくくりであったり、あるいはすべてを

提供するしか方法はないのです。そうなる

と各証券会社で別々に情報を提供する意味

はなくなります。そこでミニ株取引のサー

ビスやシンクタンクとしてのわれわれの分析

などが付加価値を持ってきます。また『楽

しく、面白いホームページ』としてインタ

ーネットのユーザーに認知してもらえるよ

う、ちょっと変わった試みも始めています」

（宇都さん）

「黒ひげ危機一発」が始まってから、
アクセスが一日4万件になることも

そのちょっと変わった試みのひとつが、

あの人気ゲーム『黒ひげ危機一発』。実は

トミーのホームページは大和総研のサーバ

ーに置かれていたのだった。

「94年の秋に大和総研のサーバー開設当

初は、だいたい月間9000アクセスぐらいで

推移していまして、日本語化して3倍に、

トミーさんが加わってさらに3倍になり、IR

（インベスターズ・リレーション＝投資家向

け企業情報開示）を始めて1.5倍ぐらいと

まあまあの成長ぶりでした。これが、昨年

12月に『黒ひげ危機一発』が始まったとた

んに爆発して今年に入ってからは月間60万

以上になりました。多い日では4万アクセ

スという日もあります。インターネットユ

ーザーそのものの伸びもありますが、イン

ターネットの世界では、誰もが知っている

強いキャラクターというのは、本当に人を

呼ぶ力があるものだということを学びまし

たね。これは今後新しいサービス、たとえ

ばモールなどを始める場合でも押さえてお

かなければならない点だと思っています」

（宇都さん）

アクセス数が爆発的に伸びたこともあっ

て、大和総研ではシリコンバレーにミラー

サイトを置いた。サーバーだけでなく研究

スタッフも常駐させ、インターネット技術

への取り組みを本格化させている。また、

大和総研と大和證券のサーバーはそれぞれ

別のプロバイダーと専用線で接続し、その

間を自営回線で結んでいる。たとえどちら

かのプロバイダーとの回線がダウンしても

インターネットからは両社のサーバーにア

クセスできる体制を整えた。顧客向けの取

引サービスを始めるとなれば、こういった

バックアップ措置も当然のことだろう。東

証も大和総研もともに一致しているのは

「全銘柄の株価情報提供は今年中、早けれ

ば夏ごろに会員向けとしてスタートするで

しょう」という点。

さっそく口座開設の申込書を取り寄せて

みた。もちろん、インターネットの取り引

きだからといって、手数料が安くなるとか

いう優遇措置はなく、損しても得しても株

だからもちろん自己責任。さあこれで自分

も個人投資家だと思うと、急に短波ラジオ

がほしくなってしまった、というのは……。
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